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Abstract
  Wakana Hozumi: Process of Establishment and Continuance Factors of Collaboration between Forestry 
Sector and Welfare Service for Persons with Disabilities: A Case Study of Odai Town, Taki County, Mie 
Prefecture
  The collaboration between forestry sector and welfare service for persons with disabilities aims to 
simultaneously solve the problems of securing forestry labor and employment opportunities for people with 
disabilities. This collaboration has attracted considerable attention in recent years. However, this topic has 
not been researched or progressed. This study examines a case study clarifies the process of the establishing 
such a collaboration and the factors contributing to its continuation after surveying the status of forestry 
and social welfare collaboration in Japan. It employed face-to-face interviews with the staff of the 
Miyagawa forestry association and welfare facility (Ziguso Kobo) in October 2023. Subsequent interviews 
were conducted with the same staff and workers in the local governments via email. The survey results 
indicated that matching the needs of the forestry association and the welfare facility and the absence of 
opposition contributed to the process of establishing the collaboration, and that external financial assistance 
was not needed. The reason for the continuation of the collaboration was that the collaboration continued 
to be significant for both the forestry association and the welfare facility despite changes in the significance 
of the cooperation. The presence or absence of subsidies did not affect the collaboration.
Key words: collaboration between forestry sector and welfare service for persons with disabilities, 
employment of persons with disabilities, forestry labor, production of young plants in local areas

 

  要要��旨旨�
� 林業労働力の確保と障害者の就業機会の確保という課題を同時に解決することを目的とした

取組に、林福連携がある。林福連携は近年注目されている取組で、関連する研究のみならず、取

組自体もまだ進んでいない。本研究では、全国的な林福連携の取組状況を調査したうえで、事例

を取り上げ、仮説の検証を行うことで、成立過程や継続要因を明らかにすることを目的とした。

方法としては ���� 年 �� 月に宮川森林組合・福祉施設（ジグソー工房）に対面での聞き取り調査

を実施し、その後、これらのアクターに加えて、自治体の職員にメールで調査を行った。調査の

結果、林福連携の成立過程には、森林組合と福祉施設のニーズの合致や、反対意見が無かったこ

となどが寄与しており、外部からの金銭面での補助は必ずしも必要ではないことが示された。継

続要因としては林福連携の意義が変化しながらも森林組合・福祉施設の双方に取組の意義が存

在し続け、補助金の有無は影響しなかったことが考えられた。�

キキーーワワーードド: 林福連携,  障害者雇用，林業労働力，地域性苗木

 

Ⅰ はじめに 

�．問題の所在  近年、林業分野では担い手不足が問題

視されている。『令和�年国勢調査』によると、林業従事

者数は長期的に見て下げ止まりの傾向にあるものの、高

齢化率（��歳以上の割合）は��％であり、全産業平均の

��％に比べて高い。『令和�年度森林・林業白書』には、

若年者率（��歳未満の割合）が全産業において低下する

中、林業においては横ばいで推移していることや、育林

従事者数の減少幅が縮小していることなど、林業労働力

の状況が好転していることが述べられている。しかし、

他方で、新規就業者の確保の継続と人材育成や労働環境

の改善等による定着率の向上や、林業労働者の定住化に

よる山村の活性化が求められるとされている。また、����

年��月に変更された「林業労働力の確保の促進に関する

基本方針」において、障害者雇用の促進、女性の活躍・

定着の促進、外国人材の受入れ等の新たな担い手の確保

に関する内容が定められた。このように、現時点で改善

されている部分もあるが、依然として林業の担い手の確

保は重要な課題とされている。  

福祉分野では、障害者の就業機会が不足していること

が問題視されている。障害者雇用に関連して、『令和�年

版障害者白書』によると、障害者の数は、身体障害者が

�����万人、知的障害者が�����万人、精神障害者が�����

万人である。また、『令和�年版厚生労働白書』によると、

����年�月�日現在の雇用障害者数は����万人（前年比

���％増）である。そのうち身体障害者は����万人（前年

比���％減）、知的障害者は����万人（前年比���％増）、

精神障害者は����万人（前年比����％増）であり、全体
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的に増加傾向にある。しかし、企業が雇用するべき障害

者の割合を定めた法定雇用率の達成状況を見ると、民間

企業における法定雇用率である���％を達成している企

業の割合は、例えば農林漁業分野では����％となってお

り、障害者の就業がまだ十分に進んでいない現状がうか

がえる。�

一般企業に雇用されることが困難である者に対しては

就労継続支援�型、�型の障害福祉サービスが提供されて

いる。就労継続支援�型事業所では、雇用契約の締結等に

よる就労機会や生産活動の機会の提供が行われる。就労

継続支援�型事業所では、雇用契約を伴わない形での就労

や生産活動が行われる。厚生労働省の「令和�年社会福祉

施設等調査の概況」によると、����年時点で、�型事業所

は�����事業所あり、利用者は�������人であった。�型事

業所は������事業所あり、利用者は�������人であった。

本田ら（����）は、�型事業所では「雇用契約を結んで最

低賃金を支払うため、障害者の賃金に見合うだけの利益

を得る必要」があり、その対象者が「一定以上の作業能

力と対人関係能力を持つ障害者に限定される」としてい

る。�型事業所では「事業収入から経費を引いた工賃を支

払うため、障害者個人の出来高に応じた支払い」が行わ

れ、「幅広い障害者が利用できる」としているが、工賃が

低いことが問題になることが多い。�

�．林福連携の取組� 以上のような、林業労働力の不足

と障害者雇用における問題を同時に解決する方法として、

林福連携の取組がある。林福連携は、農福連携の一種と

して知られている。農林水産省ホームページによると、

農福連携とは、「障害者等が農業分野で活躍することを通

じ、自信や生きがいを持って社会参画を実現していく取

組」であり、その効果として、「障害者等の就労や生きが

いづくりの場を生み出すだけでなく、担い手不足や高齢

化が進む農業分野において、新たな働き手の確保につな

がる可能性」があるとされている。濱田（����）は、初

期に農林水産省が行った取組として、����年�月�日に食

料・農業・農村政策推進本部において決定した『��世紀

新農政����』を挙げている。これは、「意欲と能力のある

担い手育成」の一環として、「女性、高齢者、障害者等の

多様な人材が活躍できる環境づくりを推進する」ことを

掲げたものである。また、濱田（����）によると、農福

連携という言葉は、����年に鳥取県でスタートした『鳥

取発！農福連携モデル事業』において初めて用いられ、

出版物や新聞記事でも用いられてきた。農福連携をめぐ

る取組の中で、����年に開催された省庁横断の農福連携

等推進会議において示された農福連携等推進ビジョンで

は、農福連携の農の部分の解釈を林業や漁業にまで広げ、

林福連携や水福連携を推進していくことが方針の�つと

して示された。 

林福連携単独での定義は行われていないため、前述の

農福連携の定義を適用すると、障害者等が林業分野で活

躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を

実現していく取組であり、担い手不足や高齢化が進む林

業分野において、新たな働き手の確保につながることが

期待される取組であると言える。����年度に林野庁によ

って実施された「林福連携取組状況調査」によると、林

福連携の事例は全国で���件ある。農福連携等推進会議内

で示された����年度末時点での農福連携の取組主体数は

�����件であるので、林福連携は農業における農福連携に

比べて取組件数が少ないことがうかがえる。�

また、���件の事例のうち、半数以上は特用林産物生産

に関わる取組であり、苗木生産、造林・保育、伐木・造

材外に関する事例は少ない。『森林・林業白書』には、����

年度から継続して林福連携についての事例紹介がある。

しかし、その内容は、特用林産物生産、木材製品の製造

が大半を占め、造林・保育、伐木・造材における林福連

携についての記述はほとんどない。先行研究においても、

林福連携をテーマとしたものは少ない。濱田（����）は

社会福祉法人と株式会社が連携し、他の障害福祉サービ

ス事業所と共に広葉樹の森をつくる取組について報告し

ており、具体的な作業内容の記述に重点を置いている。�

�．研究の目的 本研究では以上に述べた林福連携の現

状を背景として、まず、全国的な林福連携の取組状況に

ついて明らかにする。さらに、その結果を踏まえて事例

を選定し、聞き取り調査を行うことで、林福連携の成立

と継続に影響を及ぼし得ると考えられる要素を検討する。

また、本研究においては、林福連携の成立とは、林業と

福祉の連携の取組が、「林福連携」というものだと双方に

認識された時点のことを指す。 

�

Ⅱ�方法�

� �．全国的な林福連携の取組状況の把握 全国的な林福

連携の取組状況について、新聞記事検索により定量的に

把握した。対象は、全国紙については朝日新聞、読売新

聞、毎日新聞である。京都大学の新聞記事データベース

を用いて、���� 年 � 月 �� 日までで「林福連携」「農福連

携」という単語が含まれるものを検索し、林福連携の取

組に関連する内容を選別した。その他、地方紙などにつ

いては、�������� を用いて、���� 年 �� 月 �� 日時点まで

の「林福連携」の単語が含まれるものを検索し、それぞ

れの内容について確認した。記事は、同じ内容であって

も発行日時や地域が異なるものは別のものとしてカウン

トし、年別、都道府県別に分析した。�

� ���分析の視座��

(i) 仮説 都道府県別の分析結果を踏まえて、記事の多

かった三重県を調査対象に選定し、大台町における林福

連携の成立過程に寄与したと考えられる要素と継続に資

する要素とを検討することとした。検討においては以下
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のように仮説を設定した。�

�成立仮説���連携開始の目的は、林業側の人手不足と福

祉側の仕事不足の解消であった�

�成立仮説���連携開始にあたり、林業側では障害者等が

仕事を行うことに関して反対や懸念を示

す意見があった�

�成立仮説���連携にあたり、地方自治体などから、金銭

面・情報面での支援があった�

�成立仮説���もともと地域レベルで行われていた取組が、

後に国が推進する林福連携という政策に

合致した�

成立仮説�について、林福連携が林業労働力の不足と障

害者雇用における仕事不足などの課題を解決する方法で

あることから、本事例においてもこれらを目的として取

り組まれたことが予想される。�

成立仮説�について、吉田（����）によると、農福連携

における課題として、障害者が農業で働くことは難しい

という固定観念が存在することが挙げられており、林業

においてもこのような固定観念が存在する可能性が考え

られる。また、佐竹・林（����）は、障害者が働く際、

工程を細かく分割して作業することが有効であるとして

おり、それも含めて、技術指導にかける時間や労力が負

担となることが懸念された可能性がある。�

成立仮説�について、吉田（����）では、林業と福祉で

は活動領域が異なり、互いに出合う場が少ないとしてい

る。そのため、本田（����）で取り上げられている障が

い者サポートセンターやまなみ（大分県）におけるコン

テナ苗植栽の例や、武田（����）の北海道の夕張市にお

ける�型事業所による薬木植栽地管理の例のように、地方

自治体が連携の間に入って仕事の提供を行う事例が多数

存在する。また、田中（����）の社会福祉法人陶都会（岐

阜県）の農福連携の事例のように、農山漁村振興交付金

などの支援を受けている事例もある。本事例も同様に、

連携の間に地方自治体などが入り、仕事内容についての

助言やマッチング、補助金などの支援を行った可能性が

考えられる。�

成立仮説�について、本事例における林業側と福祉側の

連携は国レベルで林福連携が推進される前から行われて

いるため、開始当初は地域レベルの取組だったが、後に

国が推進する政策に当てはまるようになったことが予想

される。�

継続要因として考えられる要素については以下の�つ

の仮説を設定した。�

�継続仮説���林福連携によって得られる経済的利益は少

ないため、国や地方自治体から補助金をも

らうことで取組が継続している�

�継続仮説���林業側の人手不足、福祉側の仕事不足の解

消という意義が維持されている�

継続仮説�については成立仮説�と同様に、取組の成立・

継続には地方自治体などの支援の存在があると考えられ

る。継続仮説�については、成立仮説�の連携開始時の目

的が維持されることによって取組が現在まで継続してき

たのではないかと考えられる。�

(ii) 調査方法 以上の仮説を検証するため、聞き取り調

査と文献調査を行った。聞き取り調査の対象として三重

県多気郡大台町の苗木生産を通じた林福連携の事例を取

り上げた。林福連携の林業側では宮川森林組合、福祉側

では就労継続支援�型事業所ジグソー工房が参画してい

る。 

調査地とした大台町は、三重県中部に位置し、����年

�月に旧大台町と旧宮川村が合併して誕生した。町内を県

下最大の河川である宮川が横断しており、主に、����年

の台風�号による氾濫、����年の台風��号による越水、

����年の台風��号による氾濫がこの地域で発生した災害

として知られている。宮川森林組合は、複数の森林組合

が合併を重ね、����年�月に発足した。森林整備などの業

務に加えて、地域性苗木の生産や、アロマ製品の開発な

どにも取り組んでいる。ジグソー工房は、社会福祉法人

大台町社会福祉協議会が運営する福祉施設で、����年�月

より就労継続支援�型事業所としての活動を開始した。主

に花・野菜の育苗、地元企業の請負作業、自主製品の製

作（ビーズ製品などオリジナル作品の製作）を行ってい

る。定員は��名で、変動はあるが、����年��月��日現在、

��名前後が利用している。野菜・花の苗、苗木の生産に

関わるのはこのうちの�名ほどである。身体障害者、知的

障害者、精神障害者がそれぞれ数人ずつ利用しており、

利用者の年代は��代～��代である。�

����年��月�日に宮川森林組合、同年��月�日にジグソ

ー工房に対して、それぞれ対面で�時間半～�時間の半構

造化インタビューを行った。�

主な調査項目は以下の�点である。�

��� 森林組合・ジグソー工房の概要：利用者の数、生産

状況、作業内容�

��� 林福連携の取組の概要：関係するアクターとその関

わり方、具体的な作業内容�

��� 取組実施に至った経緯：連携が始まったきっかけ、

林福連携という言葉に対する認識、自治体の関わり

方�

��� 現在の取組：林福連携を始めて良かったこと、連携

が難しい部分�

聞き取り調査の後、さらに確認が必要となった事項に

ついて、宮川森林組合とジグソー工房に追加でメールの

やり取りでの調査を行った。さらに、三重県森林・林業

経営課担当者と、取組開始当初の様子について知る元大

台町森林課職員にもメールで調査を行った（表��）。�

�
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表��� 聞き取り調査の概要�

Table.1� Summary of Interview survey

�

文献調査は、聞き取り調査の内容を補完する目的で実

施した。調査した文献や資料は、『大台町総合計画』、大

台町議会議事録、大台町広報誌『広報おおだい』、三重県

広報誌『県政だより�みえ』、大台町社会福祉協議会広報

誌『大台社協だより�ねっとわーく』、全国の新聞記事、

大台町社会福祉協議会のホームページである（表��）。こ

れらにおいて、大台町の林福連携に関する記述を調べた。�

�

表��� 文献調査の概要�

Table.2� Summary of Literature Review

�

Ⅲ 結果 

��全国的な林福連携の取組状況� 新聞記事検索を行っ

た結果、新聞記事において初めて林福連携という言葉が

用いられたのは、����年�月�日の島根県におけるコンテ

ナ苗生産の記事であったことが分かった。年ごとの記事

数の推移は図��のようになっており、����年まで増加し、

その後は増減している。 

�

�

図��� 林福連携に関する新聞記事数の推移�

Fig.1� Number of Newspaper Articles about Forestry and 
Social Welfare Collaboration by Year

注：対象は全国紙�紙及び��������を用い調べた地方紙

�

都道府県別に記事数の合計を表したものが図��である。

��都道県で記事が確認された。北海道と三重県の�件を筆

頭にして、山形県、長野県、高知県、宮崎県で記事数が

多いことがわかる。�

�

�

2．聞き取り調査結果 
(i)� 林福連携の仕組み 大台町における林福連携は、
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図-3のように地域性苗木の生産に関連して行われている

ことが分かった。 

図��� 大台町における地域性苗木生産の仕組み�

Fig.3� Structure of Local Seedings Production in Odai

大台町苗木生産協議会は、����年に設立され、会員は

大台町の町民��名とジグソー工房である。会員は協議会

に年会費（�����円）を支払い、協議会は会員に対して、

苗木生産の開始に必要な物品の購入への支援を行う。宮

川森林組合が協議会の会員に種子を配布し、会員が各自

の自宅や土地で苗木を生産する。規定のサイズに達した

苗木を協議会が会員から買い取り、さらに宮川森林組合

が協議会から買い取るという仕組みで生産が行われてい

る。宮川森林組合は、買い取った苗木を企業に販売し、

企業の植樹活動などを通して、大台町の森林整備につな

げている。�

ジグソー工房は、����年から苗木生産協議会の会員と

して苗木生産を行っている。����年度にジグソー工房が

生産した苗木は、アカシデ��本、イヌシデ��本、コハウ

チワカエデ�本、イタヤカエデ��本、ガマズミ��本、シラ

キ�本、アオダモ�本、モミ��本、ヤマモモ�本、クロガネ

モチ��本、ウリカエデ�本、リョウブ�本、クマノミズキ

�本、クリ�本、ノリウツギ�本、ムラサキシキブ��本の合

計��種類、���本である。それぞれの単価は用途や大きさ

に応じて異なり、���円～�����円であった。����年��月

現在、宮川森林組合に在庫として置かれている苗木の

���％がジグソー工房で生産されたものである。�

(ii)� 成立過程�  以下では、大台町の林福連携の取組

が成立するまでの過程を時系列順に�つの時期に区分し、

調査結果について述べる。�

【第1期（～2008年）】����年�月��日に台風��号の影

響を受け、旧宮川村の�か所で土砂災害が発生した。この

地域を流れる宮川の流量が観測史上最大となり、�人の死

者・行方不明者を出す大きな被害となった。この被害の

原因として、今まで経験したことのない大雨であったこ

とが考えられるほか、宮川森林組合職員への聞き取りに

よると、荒廃した森林が土砂災害の一因となったのでは

ないかと考えられている。�

この災害の後、現大台町において、造林未済地の増加

や災害による崩壊地の発生が問題視されるようになり、

町民から緑化を求める声が上がった。�

そこで、宮川森林組合は、画一的な植林ではなく、地

域に根差した植物を植えることでその土地の生態系を守

りながら森林を回復させることを目指して、地域性苗木

の生産を開始した。当初は宮川森林組合が苗木生産を行

っていたが、生産作業の負担が大きかったことから、地

域性苗木の生産を住民と協力して行う仕組みとして、

����年�月に大台町苗木生産協議会が設立された。協議会

の設立当初は、福祉との連携については全く想定されて

いなかったが、後にジグソー工房と宮川森林組合が連携

を行うにあたって、この協議会が連携の基盤になったと

考えられる。�

【第2期（2009～2014年）】障害者福祉を担当している

大台町町民福祉課の課長が、ジグソー工房において仕事

が不足しており、就労継続支援事業所としての機能が十

分に果たせない可能性があることを問題視し、役場内で

相談した（����～����年の間。正確な時期は不明）。ジグ

ソー工房ではそれまで、野菜や花の苗の生産を行ってい

たため、今までの経験を活かせる仕事として、苗木生産

を行ってはどうかという提案が大台町森林課によって行

われた。 

この提案が受け入れられ、大台町森林課から宮川森林

組合に、ジグソー工房での仕事として苗木生産ができな

いかという打診を行った。宮川森林組合としても、ちょ

うど地域性苗木の生産拡大を図るタイミングであり、組

合内で特に反対意見が出なかったため、この打診を承諾

し、宮川森林組合からジグソー工房に苗木生産での連携

を提案した。これを受けてジグソー工房は、����年�～��

月頃に大台町苗木生産協議会に加入した。宮川森林組合

職員�氏と元大台町森林課職員�氏からの聞き取りによる

と、当時は「林福連携」という言葉は用いられておらず、

単にジグソー工房に仕事を提供する取組という程度の認

識であったと考えられる。�

【第3期（2015～2021年）】三重県森林・林業経営課で

は、林福連携を推進する動きが生まれ、����年度には三

重県の林務職員で構成される林福連携取組検討会が開催

された。当時、農福連携の取組はある程度進んでいたた

め、三重県庁の林務職員が農福連携の取組を視察するな

ど、農福連携のノウハウを林福連携に応用する動きが進

んでいた。 

その動きの中で、元大台町森林課職員�氏からの聞き取

りに基づくと、三重県職員が大台町職員に林福連携とい

う取組を伝えたことにより、大台町で行われていたジグ

ソー工房と宮川森林組合の連携が林福連携であると大台

町森林課に認識されていた可能性があると考えられる。

しかし、この点については、明確な記録が残っておらず、

担当者の記憶に依存しているため、不明な点が残る。�

� 就労継続支援Ｂ型事業所では、����年度から�年ごとに

工賃向上計画の提出が義務付けられている。工賃向上計
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画とは、各事業所が都道府県に提出するもので、工賃水

準の向上に向けた課題や方策を記載するものである。こ

の計画を踏まえて、都道府県が各事業所に対して支援を

行う。支援対象となる取組の中に、農福連携の取組も挙

げられている。ジグソー工房においてもこの計画を立て

て提出する必要があり、その中で工賃を上げるための取

組として苗木生産を通した林福連携について記載してい

る。����年提出分の工賃向上計画の中で、林福連携とい

う言葉を用いたことが、この取組において林福連携とい

う位置づけが確立されたきっかけの一つであると考えら

れる。�

����年�月に施行された森林経営管理法に関連し、宮川

森林組合は����年に三重県から経営管理実施権の認定を

受けた。これは、意欲と能力のある林業経営者と呼ばれ

るもので、この認定を受けた事業体は三重県の育成経営

体としても選定されることとなっており、宮川森林組合

も����年�月に選定された。育成経営体とは、「林業の成

長産業化と森林資源の適切な管理の両立に向け、林業経

営の集積・集約化の受け皿となりうる林業経営体へと育

成を図る林業経営体」であり、「国庫補助事業を活用する

などして、選定した育成経営体による効率的かつ安定的

な林業経営の実現に向けた取組や森林経営の継続性の確

保に向けた取組を支援すること」とされている（三重県

ホームページより）。これらの選定に必要な申請書類の中

で、林福連携という言葉を用いてジグソー工房の苗木生

産について記載した。この申請書類が林福連携の位置づ

け確立の直接の要因かどうかは不明であるが、少なから

ず影響を及ぼしていると考えられる。また、宮川森林組

合職員�氏と�氏によると、大台町森林課や三重県森林・

林業経営課からの働きかけによって、書類への林福連携

の記載が行われた可能性も示唆された。�

(iii)� 現在の取組と評価 以下では、現在行われている

取組についての聞き取り調査結果について述べる。�

宮川森林組合では、現在の林福連携の取組について、

特に問題なく行われているとの評価がなされている。取

組の意義としては、ジグソー工房の苗木生産協議会会員

としての安定性が挙げられた。大台町苗木生産協議会で

は、高齢であることを理由に個人会員が苗木生産を縮小・

辞退する例が複数見られるなど、高齢化が問題となって

おり、今後、会員が減っていくことが予想されている。

その点で、団体として加入するジグソー工房は、利用者

がゼロになることは考えにくいため、苗木生産の担い手

がいなくなる可能性が低い。このような理由から、苗木

生産の安定した担い手として期待されている。 

� 一方、ジグソー工房の立場では、取組開始当初の意義

は薄れているという評価であった。調査実施時点におい

て、苗木生産以外の仕事（野菜や花の苗生産、ビーズ製

品等の自主製品の製作）が軌道に乗り仕事不足が解消さ

れたため、取組開始当初の仕事の提供という意義が薄れ

ていた。また、苗木の植え替えなどの作業に手間がかか

るわりに、苗木生産から得られる収入は少なく、工賃向

上に対しての効果もほとんどない。以上のように取組開

始当初の意義が薄れた一方で、苗木生産を通して、ジグ

ソー工房の職員と他の苗木生産協議会会員をはじめとし

た地域住民との交流が生まれたことが新たな意義として

挙げられた。また、苗木生産の作業は、施設職員と施設

利用者が一緒になって行う場合が多く、施設利用者の個

人作業になりがちな他の作業とは異なる。そのため、新

たな意義として、苗木生産の作業を通して施設職員と施

設利用者とのコミュニケーションが深まることが示され

た。さらに、地域性苗木の生産を行うことが大台町の森

林整備につながるということから、地域貢献という意義

も示された。�

(ii),(iii)の結果をまとめたものが表�� である。�

�

表��� 成立段階における意義と出来事

Table.3� Significance and events in the formation phase

注：聞き取り調査結果より筆者作成

�．仮説の検証結果 聞き取り調査の結果から仮説につ

いて検証する。成立仮説 � について、林業側の人手不足

が問題とされていたかは不明であるが、苗木生産拡大の

タイミングで取組が行われたことから、担い手の確保が

必要であった可能性が示唆される。福祉側においては、

仕事不足を解消することを目的として連携が開始された。

そのため、仮説は概ね支持される。成立仮説 � について

は、連携開始にあたって、林業側・福祉側ともに反対意

見は見られなかったため、棄却される。成立仮説 � につ

いては、町役場からの提案によって連携が始まったこと

や地方自治体の動きや提出書類を通して林福連携の認識

が生まれていることから、地方自治体からの働きかけが

あったと言えるが、金銭面での支援は無かったため、部

分的な支持に留まる。成立仮説 � について、もともと行

われていた地域レベルの取組が国や県レベルの施策に合

致する形で林福連携が成立したことから支持される。 

継続仮説 � について、林福連携が成立してから地方自

治体や国から補助金などを受け取ることで林福連携を継

続している実態は無いため、棄却される。継続仮説 � に

ついては、林業側の意義は変化していないが、福祉側は
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意義が変化しながら継続しているため、部分的な支持に

留まる。�

�

表��� 仮説の検証結果�

Table.4� Results of Hypothesis Testing

注：〇は支持、✕は棄却、△は部分的な支持�

Ⅳ�考察�

� �．全国的な林福連携の取組状況調査結果について 

新聞記事検索の結果、記事数は ���� 年にかけて増加傾

向にあり、その後は増減している。このことから、林福

連携に対する関心は �� 年近く前と比べると高まってい

る一方、農福連携推進ビジョンが出された後においても

取組はあまり進んでいないと考えられる。また、都道府

県別に見ると、北海道、山形県、長野県、三重県、高知

県、宮崎県で記事数が多い。この情報だけでは一概に言

えないが、林業産出額上位の道県も多く含まれることか

ら、林業が盛んな地域では林業関係の記事が掲載される

ことが多く、その中で林福連携に関する記事が取り上げ

られてきた可能性が考えられる。 

�．仮説の検証結果について 支持された仮説について、

成立仮説１によって、本研究で取り上げた取組が開始さ

れたきっかけは、本来の林福連携の目的とされる内容と

合致していることが示された。成立仮説４については、

取組成立時は林福連携という考え方が無かったことから、

後に林福連携の取組として成立したことは妥当であると

考えられる。�

以下では、棄却、または部分的な支持に留まった仮説

について考察する。成立仮説�について、一般的には連携

開始にあたって、林業側の負担が増える恐れがあったり、

福祉側に作業面での困難が見られたりすることが多いが、

本事例では、林業と福祉のニーズがうまくマッチすると

ともに、苗木生産という比較的安全で単純な作業が対象

であったことから反対意見がみられなかったと考えられ

る。成立仮説�については、連携開始からしばらくの間、

林業側・福祉側ともに、「林福連携」を行っているという

意識が無く、その取組に対して補助金がもらえるという

考えが無かったことが考えられる。また、農福連携・林

福連携の取組が全国的に広まったのも近年のことである

ので、地方自治体としても金銭的な補助を行うに至って

いない可能性が考えられる。継続仮説1について、林福連

携によって得られる経済的利益は少ないが、本事例にお

いてはその利益の少なさを理由に補助金を活用すること

はされていない。つまり、補助金が取組の継続にもたら

す影響は小さいと考えられる。また、補助金が活用され

なかった理由としては、経済性よりも取組の地域貢献性

などの面が重視されたことや、国や県からの情報提供が

不足していたことが考えられる。継続仮説�については、

ジグソー工房において苗木生産以外の作業が軌道に乗り、

仕事不足が解消されたことから、他の仕事の存在が福祉

側の意義の変化に影響したと考えられる。�

以上のことから、林福連携の成立過程には、森林組合

と福祉施設のニーズの合致や、反対意見が無かったこと

などが寄与しており、金銭面での補助は必ずしも必要で

はないことが示された。継続にあたっては、森林組合・

福祉施設の双方に取組の意義が存在し続けたことが影響

したと考えられ、補助金の有無は影響しなかったことが

示された。 

�

Ⅴ�おわりに

本研究では、林福連携の � つの事例を取り上げ、その

成立過程と継続要因について調べることによって、林福

連携の成立や継続に影響する要素について考察した。�

事例のみを検証しているため、普遍性を持つ結果とは言

えない部分もあるが、今後、より多くの事例について調

査することや、広域的な調査を行うことによって林福連

携の普及に繋げていけるのではないかと考えている。�
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